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は じ め に 
 
 

少子高齢化や人口減少、核家族化等が進行する中で、地域 

社会においては人と人とのつながりや結びつきが弱まり、支 

え合いの基礎となっていた相互扶助機能が低下し、社会的孤 

立による問題や、経済的困窮や低所得の問題、介護や子育て 

への不安や負担など、複雑で多様な生活課題が顕在化してお 

ります。 

また、地域の福祉課題を「我が事」として捉え、地域のあ 

らゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍 

できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮らす

ことのできる「地域共生社会」に向けた取り組みを進めることが重要になっております。 

このような中、本会では平成２６年３月に策定した第２次階上町地域福祉活動計画に基

づき地域福祉の推進に努めてきましたが、計画期間の終了に伴い地域の福祉課題やニーズ

を改めて把握するとともに、社会状況の変化や新たな課題に対応するため第２次活動計画

の成果や課題を検証し、第３次地域福祉活動計画を策定いたしました。 

 この計画は､民間の立場で地域福祉を推進していくための活動･行動計画であり、地域福

祉の推進にあたっては、住民の主体的参加のもと、町内会や民生委員児童委員協議会、ボ

ランティア、社会福祉施設、関係団体・機関並びに階上町地域福祉計画との連携・協働を

図りながら取り組みを進めていくことが重要になります。 

 今後、この計画に基づいて、基本理念に掲げた「ともに生き支えあう福祉のまちづく

り」の推進に努めて参りたいと考えておりますので、町民の皆様をはじめ関係各位のご理

解とご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 終わりに、本計画策定にあたり、ご協力いただきました町民の皆様、関川幸子委員長を

はじめとする策定委員の皆様に、心から感謝を申し上げます。 

 

 

 

 

平成３１年３月 
 

 

 

 

社会福祉法人 

階上町社会福祉協議会 

会 長  松橋 竹子 
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第１章 地域福祉活動計画の基本方針 

 

第１節 地域福祉活動計画策定の経緯と目的 

近年、急速に進む少子高齢化や核家族化などにより、地域環境や家庭環境は大きく変化

し、住民相互のつながりの希薄化や地域における支え合いの機能も低下してきています。

また、生活困窮者自立支援法の施行や介護保険制度の改正による地域包括ケアシステムの

推進など社会福祉を取り巻く環境は大きく変貌しようとしています。 

このような中、地域の福祉課題を「我が事」として捉え、地域のあらゆる住民が役割を

持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サ

ービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」に向けた取り組み

を進めることが重要となっています。 

階上町社会福祉協議会（以下「社協」とする。）は、平成９年度に階上町地域福祉活動

計画を策定し「共に生き、支えあう福祉のまちづくり」を基本理念に、地域福祉を推進す

るため諸事業を行ってきました。また、平成２５年度に第２次地域福祉活動計画を策定

し、社会情勢の変化による見直しを行いながら地域福祉の推進に取り組んできました。 

このたび、第２次地域福祉活動計画を引き継ぎ、平成３０年３月に策定された「第２期

階上町地域福祉計画」と連携を図り、今後５年間の地域福祉推進の方向性を定めるため策

定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２節 地域福祉活動計画の位置づけ 

「地域福祉活動計画」は、地域福祉を推進する民間の活動・行動計画で、社協が地域住民

や福祉関係者等とともに策定するものです。 

地域福祉の推進を住民の立場から目指していくための計画であるとともに、社協の総合

的な基本計画として位置づけます。 

また、「地域福祉活動計画」は、行政計画である「階上町地域福祉計画」と相互に連携

し、協働的関わりをもって地域福祉の推進を目指すものです。 

 

「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」の関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 地域福祉活動計画の基本理念と基本計画 

第３次地域福祉活動計画は、次の基本理念のもとに、５つの基本計画を掲げ、体系的な

地域福祉活動の展開を推進します。 

 

１．基本理念 

『ともに生き支えあう福祉のまちづくり』 

 

 地域福祉は、誰もが住み慣れた地域の中で、自分らしく健康で自立した生活を送れる

ような社会の実現を目指すものです。そのためには、子どもから高齢者まで人と人とが

ふれあい、相互理解を深め、お互いに助け合い、支え合うことが重要です。また、自分

たちの住んでいる地域の現状や課題などを、自分たちの問題として認識し、住民が主体

となって問題解決の実践者として参加していくことが重要です。 

 第３次地域福祉活動計画では、第２次地域福祉活動計画の基本理念を引き継ぎ、「と

もに生き支えあう福祉のまちづくり」と定め、その実現を目指します。 

 

 

地域福祉計画                 
住民参加の      地域福祉 

取り組み        活動計画 

社協による民間レベル

の行動計画 

行政による計画 



２．基本計画 

 基本計画① 住民参加と小地域ネットワーク活動の推進 

         子どもから高齢者まで、住み慣れた地域において安心して生活ができるよ

う、住民の主体的な参加を促進し小地域福祉活動を推進します。 

 

 基本計画② 福祉教育・ボランティア活動の推進 

         子どもから大人までの福祉教育の推進を図り、住民が主体的に参加する福祉

のまちづくりへの参加意欲を高め、ボランティア活動を推進します。 

 

 基本計画③ 福祉情報の提供・総合相談・自立生活支援機能の充実 

         自立した日常生活を支援できるよう、福祉情報の提供及び総合相談や生活支

援機能の充実を図ります。 

 

 基本計画④ 災害時支援体制の充実 

         被災者を支援するボランティアの育成や災害ボランティアセンターの運営体

制を整備し災害時支援体制の充実を図ります。 

 

 基本計画⑤ 社協の機能・体制強化 

         基本計画①から④の推進のために、社協の機能・体制強化を図ります。 

 

 

第４節 地域福祉活動計画の期間と構成 

１．計画の期間 

平成３１年度から平成３５年度までの５年間を計画期間とします。 

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 

     

 

２．計画の構成 

  実施計画は、基本計画における個々の現状と課題に対する具体的な内容を設定し、

推進項目・事業項目（事業名）・事業の具体的な実施内容・役割分担・年次別計画・

予定財源で構成します。さらに、この計画を推進する上で、社協並びに町が実施する

諸調査等の結果を踏まえて、必要に応じた計画の修正や見直しを行います。 

計 画 期 間 

次期計画策定 

必要に応じて見直し 



第５節 地域福祉活動計画の策定方法 

１．地域福祉活動計画策定委員会の設置 

階上町地域福祉活動計画策定委員会設置要綱（平成３０年９月１日施行）により、

平成３０年１０月１５日に住民（組織）代表・福祉関係団体・民生委員児童委員・社

会福祉施設関係者・教育関係者・学識経験者・関係行政機関・社協理事の１５名の委

員を委嘱して策定にあたりました。 

 

２．地域福祉活動計画策定作業部会の設置 

行政福祉担当職員、社協職員７名による作業部会を設置し、原案づくりを進めまし

た。 

 

３．調査の実施 

   計画策定の基礎資料を得ることを目的に、平成２８年度に階上町と共同で次の調

査を実施しました。 

①福祉に関する住民意識調査 

 調査対象：５００名（２０歳以上の住民を地区別年代ごとに無作為抽出） 

 調査方法：対象者へ調査票を郵送し返信封筒により回答 

 回 答 者：２１１名（４２．２％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

活動計画策定委員会での審議の様子 第３次活動計画（案）を答申する関川委員長 



４．地域福祉懇談会の開催 

  今後の地域福祉がどうあれば良いか等の意見・提言を計画に反映させるため、町内

全地区を対象として地域福祉懇談会を開催しました。 

 

◆開催日程等 

№ 対象地区 開催年月日 開催場所 参加者数 

１ 角 柄 折 平成 28年 10月 20日 新田集会所 2名 

２ 金 山 沢 平成 28年 10月 21日 金山沢水郷館 11名 

３ 田  代 平成 28年 10月 24日 田代集会所 7名 

４ 晴 山 沢 平成 28年 11月 8日 わっせ交流センター 7名 

５ 平  内 平成 28年 11月 9日 わっせ交流センター 5名 

６ 鳥 屋 部 平成 28年 11月 10日 森の交流館 3名 

７ 

石 鉢 

蒼 前 

野 場 中 

平成 29年 10月 24日 石鉢ふれあい交流館 

10名 

８ 

赤 保 内 

耳 ケ 吠 西 

耳 ケ 吠 東 

平成 29年 10月 25日 ハートフルプラザ・

はしかみ 9名 

９ 

荒 谷 

大 蛇 

追 越 

平成 29年 11月 7日 大蛇三地区集会所 

8名 

10 

榊 

駅 前 

道 仏 

小 舟 渡 

平成 29年 11月 8日 道仏公民館 

8名 

計 70名 

 

５．当事者組織・団体等との懇談会の開催 

  今後の地域福祉がどうあれば良いか等の意見・提言を計画に反映させるため、福祉

団体との懇談会を開催しました。 

 

◆開催日程等 

№ 団体名 開催年月日 開催場所 
参加者

数 

１ 
階上町身体障害者福祉会 

階上町手をつなぐ育成会 

平成 31年 1月 16日 ハートフルプラザ 
5名 

２ 
階上町母子寡婦福祉会 

階上町在宅介護者の会 
7名 

計 12名 



第６節 地域福祉活動計画の体系図 

 

地域福祉活動計画体系図 
基本理念      基本計画      実施計画（重点推進項目）  連携・協働 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『
と

も

に
生

き

支

え

あ

う

福

祉

の
ま

ち

づ
く

り
』 

階
上
町
地
域
福
祉
活
動
計
画
が
目
指
す
も
の 

基本計画① 

 住民参加と小地域 

ネットワーク活動の推進 

基本計画② 

 福祉教育・ 

  ボランティア活動の推進 

基本計画③ 

 福祉情報の提供・総合相

談・自立生活支援機能

の充実 

基本計画④ 

 災害時支援体制の充実 

  

基本計画⑤ 

 社協の機能・体制強化 

  

 

 

 

 

 

住 民 

 

町 内 会 

 

ボランテ ィア 

 

行 政 

 

民 生 委 員 

児 童 委 員 

 

関 係 機 関 

 

関 係 団 体 

 

学 校 

 

企 業 

 

社会福祉施設 

 

医 療 機 関 

実

施

事

業 

①地域住民の主体的福祉活

動の推進 

②当事者の社会参加の促進 

③福祉課題の把握 

①福祉意識の高揚と人づく

り 

②福祉教育の推進 

③ボランティア活動の推進 

①福祉情報の提供 

②相談体制の充実 

③自立生活支援の充実 

①災害時支援体制の充実 

①財政基盤の整備 

②職員研修の充実 

階上町地域福祉活動計画 

階 上 町 地 域 福 祉 計 画 

社会福祉法に規定された市町村分野の総合計画  

(平成 30 年 3 月策定） 



第２章 基本計画と実施計画 

 

第１節 住民参加と小地域ネットワーク活動の推進 

 

 

【地域住民の主体的福祉活動の推進】 

 核家族化や少子高齢化により、一人暮らし高齢者並びに高齢夫婦世帯が増加しており、また、隣近所

との交流やつながりが希薄になってきている中、住民並びに民生委員児童委員等との協働による見守り

活動を推進し、問題の早期発見・解決に努めるとともに、地域における高齢者同士の仲間づくりや介護

予防のための取り組みを進めています。 

しかし、小地域において住民参加型の地域福祉を推進するためには、地域福祉に対する住民の理解と

主体的な福祉活動への参加を促進することが重要です。福祉に関する住民意識調査において、日常的な

助け合いの程度に関し、「助け合っている」と「助け合っていない」の回答は同じくらいの割合で、「福

祉を支えていくのは誰（どこ）」という問いに対しては、行政や社協、福祉施設に次いで「地域社会」が

３４．６％、「家族・親族」が２８．９％、「自分自身」が２０．４％、「住民」が１９．４％という結果

になっています。また、「高齢者・障害のある方が安心して暮らせるために、あなたにできることは何で

すか」という問いに対して、「声掛け・見守り・話し相手」、「何ができるか分からないがお手伝いした

い」という回答が多かったことから、町内会や関係団体等との協働により「他人事」になりがちな地域

づくりを、住民一人ひとりの自助、共助の意識を引出し、「我が事」として取り組めるよう事業展開する

ほか、地域の人材育成の取り組みが求められています。 

 

【当事者の社会参加の促進】 

 社協では、６５歳以上の高齢者を対象としたハート生き活き事業や、通所型サービスＣ事業を町から

受託し、高齢者の生きがいと閉じこもり防止、介護予防を目的に実施しております。また、在宅介護者

の心身のリフレッシュや介護者同士の交流を目的とした家族介護者交流事業の実施や、当事者団体であ

る老人クラブ連合会、身体障害者福祉会、手をつなぐ育成会、母子寡婦福祉会、在宅介護者の会、ボラ

ンティアサークルけやきの事務局を担い活動支援を行っていますが、会員の高齢化や新規加入会員の減

少など、活動を支える人材の確保・育成が大きな課題となっており、活動内容等の周知に努めながら、

福祉教育活動と関連づけた取り組みや福祉団体合同での取り組みなど活動活性化に向けた支援が必要で

す。 

 高齢者の知識や経験・技術を活かした就労を通じて、生きがいづくりを促進する「いきいきシルバー

バンク事業」は就業登録者が６４名となり、三陸復興国立公園に指定された階上岳の登山道等の草刈り

作業を中心として進めていますが、一般家庭等の幅広いニーズに応えられるよう事業の拡充が求められ

ています。 

 

【福祉課題の把握】 

 社協では、地域福祉懇談会を全地区対象として開催し、社協事業の周知や地域課題の掘り起しを行っ

てきました。また、福祉団体や当事者組織との懇談会の他、ほのぼの交流推進事業に関わる情報交換会

を毎年全地区で開催し課題やニーズの把握に努めてきました。 

 しかし、福祉に関する住民意識調査では、「福祉に関することで困った時、家族や友人以外で誰に（ど

こに）相談しますか」との問いに、「相談相手はいない」、「わからない」との回答が合わせて２４．２％

あり、また、社協の認知度については「存在も活動内容も知っている」との回答は２０．４％と低い結

果から、地域には潜在的な福祉課題がまだ多くあると思われ、定期的に調査活動を実施するとともに、

地域福祉懇談会を継続して開催し福祉課題の把握や社協のＰＲ、福祉に関する情報提供に努める必要が

あります。 



基本計画① 住民参加と小地域ネットワーク活動の推進 

 

◆実施計画 

推進項目 事業項目（事業名） 事業の具体的な実施内容 

(１)地域住民の主体

的福祉活動の推

進 

 

 

 

 

 

①ほのぼの交流会開催事業 

（町受託事業） 

高齢者が地域で孤立しないように、ほのぼの交流

協力員が主体となって開催する「ほのぼの交流会」

の開催支援を図り、孤独感の解消や仲間づくり、介

護予防を推進するとともに、ほのぼの交流協力員や

民生委員が安否確認や状況把握を行い、問題等があ

った場合は早急に関係機関と連携を図り問題解決に

努める。 

②緊急通報システム福祉安

心電話サービス事業 

（町受託事業） 

一人暮らし高齢者等を対象に、緊急時の安全と不

安の解消を目的に、福祉安心電話を設置し、２４時

間体制（青森県社協）により事業を実施する。ま

た、機器点検や操作方法説明などを定期的に行うと

ともに、福祉安心電話協力員による見守り体制の充

実を図る。 

③敬老会開催事業 

（町補助事業） 

 ７５歳以上の高齢者を対象として、地区毎に開催

する敬老会への助成を行うとともに、地域ぐるみの

活動としての支援を図る。 

④生活支援体制整備事業 

（町受託事業） 

高齢者が住み慣れた地域でつながりや生きがいを

持ちながら生活できるよう、住民や関係機関、団体な

どが助け合い活動のネットワークを構築し、生活支

援・介護予防サービスの充実に努めるとともに、支え

合いの体制づくりを推進する。また、情報交換会を開

催し活動課題や福祉課題の把握に努めるとともに、

研修会を開催し人材の育成を図る。 

(２)当事者の社会参

加の促進 

①家族介護者交流事業 

（町受託事業） 

 介護者の心身のリフレッシュを図る「介護者の集

い」や介護教室等介護に関わる講座を開催し、介護者

同士の交流と在宅介護の支援を図る。 

②ハート生き活き事業 

（町受託事業） 

 ６５歳以上の高齢者を対象に、週２回（月・木曜

日）ハートフルプラザ・はしかみにおいて、入浴や各

種趣味活動をとおして高齢者の生きがいや健康づく

り、介護予防を推進する。 

③通所型サービス C事業 

（町受託事業） 

 高齢者の運動機能向上のための教室（「わんつか元

気教室」）を開催し介護予防を進める。 

④福祉団体等の育成支援  階上町老人クラブ連合会他、５団体の事務局を担

当し育成と支援を図る。 



 

 

 

役割分担 
継続 

新規 

年次別計画 

予定財源 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ 

社協・町 

民生委員児童委員 

ほのぼの交流協力員 

区長 

 

継続      町受託金 

共同募金配分金 

社協・県社協・町 

民生委員児童委員 

福祉安心電話協力員 

 

継続      町受託金 

県社協助成金 

利用者負担金 

社協・町 

区長、町内会役員 

民生委員児童委員 

ほのぼの交流協力員 

継続      町補助金 

社協・町 

区長 

民生委員児童委員 

関係団体 

 

 

新規      町受託金 

社協・町 

 

 

継続      町受託金 

社協・町 

 

 

 

継続      町受託金 

社協・町 

ボランティア 

継続      町受託金 

社協・町 

 

継続      町補助金 

共同募金配分金 

 



推進項目 事業項目（事業名） 事業の具体的な実施内容 

 ⑤ハートフルプラザ・はし

かみ指定管理事業 

 子どもから高齢者まで、誰もが利用しやす

い管理運営に努め、福祉の拠点作りを図る。 

⑥いきいきシルバーバンク

事業 

 高齢者の技術や知恵を活かし、就労をとお

して生きがいと健康づくりの促進を図る。 

⑦認知症カフェ設置事業 

（町受託事業） 

 認知症カフェを設置し、認知症の人やその

家族に対する支援の充実を図る。 

(３)福祉課題の把握 ①地域福祉懇談会の開催  地域の福祉課題やニーズを把握し、第４次

活動計画への反映を図るため、全地区を対象

として町と合同で開催する。 

②各種調査活動  福祉に関する住民の意識調査をはじめ、福

祉課題やニーズ把握のため定期的に調査活

動を実施する。 

③介護保険事業等に関する

情報の収集や検討 

 介護保険事業、障害福祉サービスに関する

情報を的確に把握し事業検討を図る。 

 

④地域福祉等に関する情報

の収集や検討 

 厚生労働省や全社協からの新しい情報を

的確に把握し、福祉事業の運営・検討を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほのぼの交流会の様子 

 

 



役割分担 
継続 

新規 

年次別計画 

予定財源 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ 

社協・町 

 

継続      町受託金 

 

社協・町 

町老連 

継続      自主財源 

町受託金 

社協・町 

 

新規      町受託金 

 

社協 

行政区 

 

継続      自主財源 

社協・町 

民生委員児童委員 

 

継続      自主財源 

社協・町 

介護保険事業所 

民生委員児童委員 

継続      自主財源 

社協 

国・県・町 

全社協・県社協 

継続      自主財源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉懇談会の様子 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わんつか元気教室の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いきいきシルバーバンク（草刈り作業）の様子 

 

 

 



第２節 福祉教育・ボランティア活動の推進 

 

◆現状と課題 

【福祉意識の高揚と人づ＜リ】 

社会福祉関係者や住民の社会福祉に対する相互の理解と連携を深めるため、社会福祉大会の開催

や、意識啓発のための講座を開催し地域福祉を担う人材育成に努めていますが、地域では担い手の

高齢化や人材不足等から特定の人に負担が偏り、地域活動に支障が出るという問題も抱えており、

福祉は他人事ではなく「我が事」としての一層の意識啓発を図る必要があります。 

また、福祉に関する住民意識調査では、回答者の７５．９％が「福祉について関心がある」という

結果から、子どもから大人までの福祉教育の充実やボランティア活動の推進等を通じて、住民の福祉

活動への主体的な参加を促進するとともに、社協広報紙やホームページによる各種事業の周知・ＰＲ

の強化に努めなければなりません。 

 

【福祉教育の推進】 

町内小中学校や児童福祉施設との連携のもと、ボランティア・福祉活動の体験、学習などをとお

して、児童生徒の地域で共に生きる力やノーマライゼーション理念の理解・啓発を図るため、ボラ

ンティア推進校事業、幼児と高齢者のふれあい事業、社会福祉作文の募集を実施し福祉教育活動を

推進しています。各学校や保育園において、年間の活動計画を作成し取り組みを進めていますが、

学年や年代ごとの活動プログラムを充実し、保育園、小学校、中学校へと継続的、体系的な活動と

して充実を図る必要があります。しかし、社会福祉作文の今後の実施については小中学校との協議

検討を進めていかなければなりません。 

また、住民の主体的な活動参加の促進や人材育成の観点からも、住民を巻き込んでの福祉教育の

推進に努めなければなりません。 

 

【ボランティア活動の推進】 

 高齢者や障がい者支援、子育て支援、健康づくり、まちづくりなどボランティア活動は町内にお

いても様々な分野で活動しております。社協では、ほのぼの交流協力員や福祉安心電話協力員等地

域で活動いただくボランティアや、給食サービスや介護予防事業、福祉団体事業等を支援するボラ

ンティアの協力のもとに福祉事業を進めておりますが、少子高齢化の更なる進行や人口減少社会を

迎え、災害時を含めたボランティア活動の重要性は益々高まっております。 

 福祉に関する住民意識調査では、「現在活動している」との回答は２．４％と極端に少ない一方、

「活動したいと思うがしていない」との回答は４５％であり、活動意欲はあるものの活動できてい

ない現状が伺えます。 

また、ボランティア活動を広げるための情報提供の方法として「チラシを作成し、店舗や公共機

関等に掲示する」との回答が４０．３％で最も多く、インターネットの活用など年代に合わせたボ

ランティア活動の情報提供やボランティア団体等のネットワークづくりを進めるとともに、活動実

績に応じたボランティアポイント制の検討を進めるなど、地域福祉を支えるボランティアの育成と

活動の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 



基本計画② 福祉教育・ボランティア活動の推進 

 

◆実施計画 

推進項目 事業項目（事業名） 事業の具体的な実施内容 

(１)福祉意識の高揚と人

づくり 

 

 

 

 

 

 

 

①社会福祉大会の開催  社会福祉関係者及び住民の社会福祉に対

する相互の理解と連携を深めるとともに、社

会福祉発展に功績のあった方々への表彰を

行う。 

②福祉サポーター養成講座

の開催 

 地域福祉についての理解を図るとともに、

地域での福祉活動を担う人材の育成を図る。 

③介護福祉士等養成実習の

受け入れ 

 介護福祉士等を目指している学生等に対

して、必要とされる実習プログラムに基づき

現場実習の受け入れを行う。 

(２)福祉教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ボランティア推進校事業  町内の全小中学校を指定し、各学校が地域

を巻き込んだ福祉活動に取り組みながら、児

童生徒の社会福祉への理解と関心を高め、福

祉の心を育む。 

②幼児と高齢者のふれあい

事業 

 町内の全保育園において、幼児と地域の高

齢者とのふれあい交流を促進する。 

③福祉作文募集・文集「そよ

風」発行 

 ボランティア推進校事業の一環として、小

中学生より社会福祉作文を募集し、入選作品

を掲載した文集「そよ風」を発行する。 

④福祉教育プログラムの開

発・実施 

 学年や年代ごとの福祉教育プログラムを

充実し体系的な推進を図る。 

⑤福祉体験学習事業  町内の福祉施設において、利用者との交流

や介助体験、共同作業等をとおして社会福祉

充実への理解を図る。 

(３)ボランティア活動の

推進 

 

 

 

 

 

 

①ボランティア講座の開催  ボランティア活動をしたい人又はしてい

る人を対象として講座を開催し、活動促進を

図る。 

②ボランティア団体・グル

ープ活動登録事業 

 ボランティア活動をしたい人と活動をつ

なげ、ボランティア活動の推進を図る。 

③ボランティア団体等のネ

ットワーク・組織化 

 町内のボランティア団体等の連絡調整や

ネットワークづくりを推進する。 

 

 



 

 

 

役割分担 
継続 

新規 

年次別計画 

予定財源 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ 

社協・町・関係団体 

民生委員児童委員 

 

 

継続      自主財源 

町補助金 

社協・町・関係機関 

 

継続      共同募金配分金 

社協 

学校 

関係機関 

継続      自主財源 

 

社協 

学校 

関係機関 

 

継続      共同募金配分金 

 

社協 

児童福祉施設 

継続      共同募金配分金 

社協 

教育委員会 

学校 

継続      自主財源 

社協 

教育委員会・学校 

継続      自主財源 

社協・社会福祉施設 

関係機関 

 

継続      自主財源 

社協 

関係機関 

 

継続      共同募金配分金 

社協 

関係機関 

継続      自主財源 

社協 

ボランティア団体 

関係機関 

継続      自主財源 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉体験学習の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

高齢者疑似体験の様子 

 

 



第３節 福祉情報の提供・総合相談・自立生活支援機能の充実 

 

◆現状と課題 

【福祉情報の提供】 

 社協活動の広報誌として「社協だより」を毎月発行しており、事業の周知はもとより、地域での

福祉活動の状況やサービスに関する情報、各種事業をＰＲする内容を掲載しております。また、平

成２５年度中に開設したホームページは、各種事業の実施状況や開催予告など、最新の情報掲載に

努めて運営・更新しています。 

 福祉に関する住民意識調査では、福祉に関する情報の入手先として、社協は、「役場」、「テレビ・

ラジオ」、「新聞・雑誌」についで４番目（約２３．７％）と低い回答であり、また、福祉のまちづ

くりを進めるために必要なこととして、「社会福祉に関する情報の提供や広報活動」との回答が前回

調査結果と同様に高くなっており、地域福祉の理解・啓発と住民参加を促すため、社協だよりの紙

面の充実やホームページの更新・充実、地域福祉懇談会等地域に出向いての情報提供、マスコミの

有効活用などにより、情報提供の充実に努める必要があります。 

 

【相談体制の充実】 

 住民の抱える問題や悩み事、心配ごとが複雑化・多様化している中で、地域の身近な相談所とし

て、心配ごと相談所を毎週火曜日に定例相談日として開設するとともに、行政相談員、人権擁護委

員との合同相談所を毎月１回、弁護士による無料法律相談を毎月１回開設し、相談者の悩みやニー

ズを受け止め、問題解決に向けた支援に努めています。 

 しかし、福祉に関する住民意識調査では、「福祉に関することで困ったとき、家族や友人以外で誰

に（どこに）相談しますか」の問いに、「役場などの行政機関」が７０．６％で最も多く、「わから

ない」、「相談相手はいない」との回答は合わせて２４．２％あり、また、自由意見や懇談会等では

相談窓口の周知と充実が求められていることから、関係機関等との連携を深めながら、相談窓口の

情報提供や相談機能の充実強化を図る必要があります。 

 更に、生活困窮者自立相談窓口や地域包括支援センター、各相談機関が連携を一層深めながら、

あらゆる相談・課題を「丸ごと」受け止め解決に向けた相談支援の充実が必要です。 

 

【自立生活支援の充実】 

 高齢者や障がいのある方の自立した在宅生活を支援するため、介護保険制度による訪問介護や居

宅介護支援、障害福祉サービスとしての居宅介護を実施するとともに、一人暮らし高齢者等を対象

とした給食サービスや、福祉機器（車いす、介護用ベッド）の貸出事業を行っています。また、認

知症や精神障がいなどにより判断能力が十分でない人に対して、金銭管理などのサービスを提供す

る日常生活自立支援事業や、低所得世帯や高齢者世帯等の経済的支援のための貸付事業を民生委員

児童委員や関係機関等との連携のもとに実施しております。しかし、介護が必要な高齢者や障がい

のある方の通院等に関わる移送・移動支援サービスの実施が求められており、また、生活困窮に伴

う食糧支援についても検討が必要です。 

 福祉サービスに対するニーズが多様化する中で、高齢者や障がいのある方が、地域の中で安心し

て自立した生活が送れるよう、町や社会福祉施設、介護保険事業所、関係機関等との連携を図りな

がら福祉サービスの充実に努めるとともに、相談窓口や福祉サービスに関わる情報提供の充実が必

要です。 

 

 

 

 

 

 



基本計画③ 福祉情報の提供・総合相談・自立生活支援機能の充実 

 

◆実施計画 

推進項目 事業項目（事業名） 事業の具体的な実施内容 

(１)福祉情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

①社協だよりの発行  社協だよりを毎月発行し、福祉情報の提供

や福祉活動の周知を図る。 

②社協パンフレットの発行  社協の事業や活動内容について理解と周

知、啓発を図るため定期的にパンフレットを

発行する。 

③社協ホームページの運

営・更新 

 福祉情報の提供や福祉活動の周知、各種事

業への参加啓発等のため社協ホームページ

の運営・更新を図る。 

(２)相談体制の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①心配ごと相談事業 

（町受託事業） 

 住民の日常生活上の様々な悩みや心配ご

となどの問題解決のため、ハートフルプラ

ザ・はしかみにおいて心配ごと相談所を開設

する。 

②合同相談所の開設 

 

 

 

 行政相談員、人権擁護委員、心配ごと相談

員による合同相談所を毎月開設する。 

③法律相談の実施  弁護士による法律相談を実施し、住民の専

門的な相談対応を図る。 

(３)自立生活支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①給食サービス事業  一人暮らし高齢者等を対象として、昼食の

お弁当を宅配し生活支援と安否確認を行う

とともに、サービス充実への検討を図る。 

②年末年越し給食サービス  一人で年越しされる７５歳以上の高齢者

を対象として、温かい新年が迎えられるよう

大晦日におせち弁当を宅配する。 

③福祉機器貸与事業  介護を必要とする高齢者や障がいのある

人に対して、福祉機器（車いす、介護用ベッ

ド）の貸出しを行い在宅生活の支援を図る。 

④訪問介護事業（介護予防

サービスを含む） 

 介護を必要とする高齢者が、在宅で自立し

た生活ができるよう、身体介護や家事援助サ

ービスなどの生活支援を図るとともに、サー

ビスの質向上を図る。 

⑤居宅介護支援事業  介護保険制度によるサービス利用につい

ての相談や申請代行、ケアプランの作成等の

支援を図る。 

⑥居宅介護事業（障害福祉

サービス） 

 障がいのある人が、在宅で自立した生活が

できるよう、身体介護や家事援助サービスな

どの生活支援を図る。 



 

 

 

役割分担 
継続 

新規 

年次別計画 

予定財源 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ 

社協 

 

継続      共同募金配分金 

自主財源 

社協 

 

 

継続      自主財源 

社協 

 

 

継続      自主財源 

社協・町 

県社協 

関係機関 

心配ごと相談員 

継続      町受託金 

自主財源 

社協・町 

行政相談員・人権擁護委員 

心配ごと相談員 

関係機関 

継続      町受託金 

自主財源 

社協 

県弁護士会 

継続      共同募金配分金 

社協 

ボランティア 

 

継続      自主財源 

利用者負担金 

社協 

ボランティア 

 

継続      共同募金配分金 

社協 

関係機関 

 

継続      自主財源 

社協・町 

民生委員児童委員 

関係機関 

継続      介護報酬 

利用者負担金 

社協・町 

民生委員児童委員 

関係機関 

継続      介護報酬 

町受託金 

社協・町 

民生委員児童委員 

関係機関 

継続      介護報酬 

利用者負担金 



推進項目 事業項目（事業名） 事業の具体的な実施内容 

 ⑦日常生活自立支援事業  認知症や精神障がいなどにより、判断能力

が不十分な人に対して、金銭管理等のサービ

スを提供し地域での生活支援を図る。また、

必要に応じて成年後見制度の法人後見につ

いて検討を図る。 

⑧たすけあい資金貸付事業 低所得世帯等の、一時的な生活資金として

資金貸付を行い経済的自立に向けて支援を

図る。 

⑨高額療養費資金貸付事業  医療費が高額となった場合の医療機関へ

の支払い等経済的負担の軽減ため、資金貸付

を図る。 

⑩生活福祉資金貸付事業  低所得世帯や高齢者世帯等の経済的自立

を目的として教育支援資金等各種資金の申

請窓口としての支援を図る。 

⑪移動・移送支援サービス

事業の実施検討 

 高齢者や障害のある方で、公共交通機関を

利用して移動が困難な人を対象に、通院など

を目的に移送・移動支援するサービスについ

て町と協議検討を進める。 

⑫育児用品等貸出事業の実

施検討 

 子育て支援のため、チャイルドシートやベ

ビーカーなど育児用品の貸出事業について

協議検討を進める。 

⑬フードバンク等食料支援

事業の実施検討 

 生活困窮に陥っている方に対し、一時的に

食料を提供し支援する事業について協議検

討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



役割分担 
継続 

新規 

年次別計画 

予定財源 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ 

社協・県社協 

基幹的社協（八戸市社協） 

生活支援員 

 

 

継続      基幹的社協 

利用者負担金 

社協・町 

民生委員児童委員 

関係機関 

継続      自主財源 

社協・町 

民生委員児童委員 

医療機関 

継続      町受託金 

 

社協・県社協 

民生委員児童委員 

関係機関 

継続      県社協受託金 

 

社協・町 

 

 

 

新規      自主財源 

社協 

児童福祉施設 

関係機関 

新規      自主財源 

社協・町 

県社協 

 

新規      自主財源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三戸郡身体障害者スポーツ大会の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

町老人スポーツ大会の様子 

 



第４節 災害時支援体制の充実 

 
◆現状と課題 

【災害時支援体制の充実】 

東日本大震災以降、大規模な自然災害が全国的に発生しており、いつ発生するか分からない災害

に備え、平常時から機能する支援体制の充実を図る必要があります。一人暮らし高齢者等の見守り

や安否確認は、ほのぼの交流協力員や民生委員児童委員と連携した対応を進めるとともに、自主防

災組織や関係機関等との役割分担・情報共有について検討を進め連携強化を図る必要があります。 

社協では、平成２４年度に町と災害時におけるボランティア活動等に関する協定を締結し、災害

ボランティアの育成を進めるとともに、平成２５年度に災害ボランティアセンター運営マニュアル

を作成しました。更に平成２６年度に、三戸郡内町村社協と災害時の救援活動に関する相互応援協

定を締結し、郡内町村社協との合同訓練や研修を行うなど災害時支援のための取り組みを進めてき

ました。 

今後も、社協の大きな役割となる災害ボランティアセンターの機能を発揮し支援活動を推進でき

るよう、災害ボランティアの育成や基盤整備を図るとともに、町をはじめ関係団体・機関等との連

携・ネットワークづくりなどを進め支援体制の充実を図らなければなりません。更に、指定管理し

ているハートフルプラザ・はしかみは、避難所指定がされており災害時の運営体制の整備等を図る

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害ボランティアセンター運営拠点となるハートフルプラザ・はしかみ 

 

 

 

 



基本計画④ 災害時支援体制の充実 

 

◆実施計画 

推進項目 事業項目（事業名） 事業の具体的な実施内容 

(１)災害時支援体制

の充実 

 

 

 

 

 

 

 

①災害ボランティア講座の開催  災害時のボランティア活動への理解と災

害ボランティアセンターの運営を支援する

ボランティアの育成を図る。 

②災害ボランティア登録事業  災害時の支援活動を希望するボランティ

ア及び災害ボランティアセンターの運営を

支援するボランティア登録を進め迅速な支

援を図る。 

③災害ボランティアセンター設

置訓練 

 災害を想定してのセンター設置訓練を実

施し、体制の充実を図る。 

④要援護者台帳の整備・更新  災害時の避難に支援を必要とする要援護

者の台帳整備・更新のため、町との協議・情

報共有を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害ボランティア講座の様子 

 

 

 



 

 

 

 

役割分担 
継続 

新規 

年次別計画 

予定財源 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ 

社協・町 

関係機関 

 

継続      共同募金配分金 

社協・町 

関係機関 

 

 

継続      自主財源 

社協・町 

関係機関 

継続      自主財源 

社協・町 

 

 

新規      自主財源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉サポーター養成講座の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護教室の様子 



第５節 社協の機能・体制強化 

 

◆現状と課題 

【財政基盤の整備】 

 地域福祉を推進するためには、事業を行うための財源を確保することが重要です。社協の財源の

主なものとして、町内各世帯や法人事業所の皆様からの社協会費（普通会費、賛助会費、特別賛助

会費、団体会費）、共同募金配分金、町からの補助金・受託金、寄附金、介護保険事業収入がありま

す。自主財源である、社協会費や共同募金配分金、寄附金は、深刻化する地域の福祉課題解決のた

めに、社協独自で取り組む事業や活動の貴重な財源であり、住民の一層の理解と賛同、協力が得ら

れるように取り組む必要があります。 

 また、地域福祉推進の中核として社会福祉法に明確にされている社協の公共性に鑑み、職員費補

助及び町からの受託事業実施に関わる受託金について、安定した交付を働きかけるとともに、効率

的な事業実施や事務経費等の節減に努め、更には、新たな財源確保につながる事業展開等の検討を

進めながら、地域福祉推進のための財源確保に努力しなければなりません。 

 

【職員研修の充実】 

 平成３１年２月現在､１９名の職員体制（事務局５名、居宅介護支援事業所２名、ヘルパーステー

ション８名、指定管理等４名）で業務を推進しています。社協の機能が十分活かされ、事業が効率

的に推進されるためには、適正な職員の配置､福祉専門職としての各種資格取得を促進するほか、職

種や職責に合わせた研修への派遣など、福祉のまちづくりを使命とする社協職員としての資質の向

上と人材育成に、今後も継続して取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉大会の様子 

 

 

 



基本計画⑤ 社協の機能・体制強化 

 

◆実施計画 

推進項目 事業項目（事業名） 事業の具体的な実施内容 

(１)財政基盤の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①会員の加入促進  住民の理解と賛同のもとに社協活動の推

進を図るため、会員加入の促進に努める。ま

た、新たな財源確保のための検討を図り地域

福祉推進のための財源確保に努める。 

②公費助成の確保 社協が公共性の高い地域福祉推進の中核

的組織であることに鑑み、地域福祉推進のた

めの補助金・受託金の安定的な交付を働きか

ける。 

③福祉基金の運用と増資  地域福祉推進の長期財源として基金積立

に努めるとともに、基金の運用方法や活用に

ついての検討を図る 

④有料広告の募集  社協だよりへの有料広告を募集し、紙面充

実への財源確保に努める。 

⑤共同募金運動への協力  共同募金運動の趣旨や配分事業の周知と

理解を図りながら募金運動を推進し、地域福

祉推進のための財源確保に努める。 

(２)職員研修の充実 

 

 

 

①資格取得の推進  社会福祉専門職としての資格取得を積極

的に促し、専門性の向上に努める。 

②各種研修会への派遣  職員の経験年数や職務内容に応じた各種

研修会への参加を図り、資質向上に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同募金街頭募金活動の様子 



 

 

 

 

役割分担 
継続 

新規 

年次別計画 

予定財源 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ 

社協・福祉協力員 

関係団体・事業所 

 

 

継続      自主財源 

社協・町 

 

 

 

継続       

社協 

 

 

継続       

社協 

関係団体・事業所 

継続      自主財源 

社協 

町共同募金委員会 

県共同募金会 

継続      共同募金配分金 

社協・県社協・郡社協 

全社協 

継続      自主財源 

社協・県社協・郡社協 

全社協 

継続      自主財源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サークルけやきによるチャリティバザーの様子 



第３章 計画の進行管理と評価 

地域福祉活動計画の着実な推進を図るためには、計画がどのように進んで、どの

ような効果があったのかなどを確認する「進行管理」と「事業評価」を行うことが

必要です。また、近年、地域福祉をめぐる社会状況や制度がめまぐるしく変化して

いる現状においては、実施事業の検証や見直しを進めていくことも大切になりま

す。 

進行管理と事業評価については、計画の推進主体である社協自らが各年度の進捗

状況の確認と事業評価を行うとともに、地域住民や福祉関係団体、学識経験者等で

構成する「地域福祉活動計画管理委員会」を組織し、点検と評価を行う体制を設け

ます。点検・評価にあたっては、計画（plan）、実行（do）、点検（check）、見直し

（action）という PDCA サイクルを確立し効果的な事業推進を図ります。 

 

進行管理のためのＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

Plan

Do

Check

Action

計画の策定（Ｐ） 

課題を発見・共有し地

域 

の課題解決の方向性を

見 

出します。 

 

計画の実行（Ｄ） 

計画を実施し、具体的

な 

行動と実践活動に取り

組 

みます。 

 

点検・評価（Ｃ） 

計画の達成状況、施策

の 

進捗状況について評価

します。 

見直し・改善（Ａ） 

評価結果を踏まえ、必

要 

に応じて改善（継続・

修正・廃止）を行いま

す。 

正・廃止）を行います。 



 

資   料 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉に関する住民意識調査集計結果（抜粋） 

階上町地域福祉活動計画策定経過 

階上町地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 

階上町地域福祉活動計画策定委員会委員名簿 

階上町地域福祉活動計画策定作業部会員名簿  

用語集 

 



 

福祉に関する住民意識調査集計結果（抜粋） 

 

 

１．調査概要 

  ①調査期間  平成２９年２月１３日～３月１０日 

  ②調査方法  調査票を郵送し返信封筒により回答 

  ③調査数   ５００世帯（２０歳以上の住民を地区別年代ごとに無作為抽出） 

  ④回答数   ２１１世帯（回答率４２．２％） 

 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上 合計 

送付数 52世帯 52世帯 79世帯 88世帯 112世帯 117世帯 500世帯 

回答数 17世帯 22世帯 30世帯 42世帯 52世帯 48世帯 211世帯 

回答率 32.7％ 42.3％ 38.0％ 47.7％ 46.4％ 41.0％ 42.2％ 

 

 

２．調査結果 

①「福祉」について関心がありますか。（○は 1つ）≪質問 1≫ 

 

 

 

22.3%

53.6%

19.9%

3.3% 0.9%

と
て
も
関
心
が
あ
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あ
る
程
度
関
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が
あ
る
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ま
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が
な
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ま
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く
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心
が
な
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未
回
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②「福祉」に関する情報をどこから得ていますか。（○は 3つまで）≪質問 2≫ 

 

 

③「福祉」に関することで困った時、家族や友人以外で誰に（どこに）相談しますか。（○はいくつでも）

≪質問 3≫ 

 
 

60.2%

23.7%

4.7%
13.7%

3.8%

32.2%

8.1%

30.8%

3.8% 7.1% 1.9% 1.4% 6.6% 0.5%
15.6%15.2%

0.5% 2.8% 1.9%

役
場

社
会
福
祉
協
議
会

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

医
療
機
関

町
外
の
行
政
機
関
・
専
門
機
関

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

新
聞
・
雑
誌

学
校
・
保
育
園
・
幼
稚
園

福
祉
施
設

健
康
推
進
員

民
生
委
員
・
児
童
委
員

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー

家
族
・
親
族

友
人
・
ご
近
所

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
仲
間

そ
の
他

未
回
答

70.6%

23.2% 24.2%

19.4%

8.1% 2.8% 7.1% 1.4% 0.9% 3.3%

11.8%

5.2% 9.0%

15.2%

1.4%

役
場
な
ど
の
行
政
機
関

社
会
福
祉
協
議
会

医
療
機
関

福
祉
施
設
・
介
護
保
険
施
設

近
所
の
方

学
校
・
保
育
園
・
幼
稚
園

民
生
委
員
・
児
童
委
員

健
康
推
進
員

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

保
健
師

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー

相
談
相
手
は
い
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他



④「福祉」を支えていくのは誰（どこ）だと思いますか。（○はいくつでも）≪質問 4≫ 

 

 

⑤「階上町社会福祉協議会」を知っていますか。（○は 1つ）≪質問 5≫ 

 

72.0%

44.1%

13.3%

40.8%

11.4%

19.4%

28.9%

21.8%

34.6%

20.4%

13.3%
1.9%

役
場
な
ど
の
行
政
機
関

社
会
福
祉
協
議
会

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体

福
祉
施
設
・
介
護
保
険
事
業
所

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

住
民

家
族
・
親
戚

病
院
・
医
院

地
域
社
会

自
分
自
身

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

20.4%

46.0%

31.3%

2.4%

存
在
も
活
動
内
容

も
知
っ
て
い
る

存
在
は
知
っ
て
い

る
が
活
動
内
容
は

知
ら
な
い

存
在
も
活
動
内
容

も
知
ら
な
い

未
回
答



⑥下記の項目には現在社会福祉協議会で行っていない事業も含まれていますが、現在または将来、利用し

たいと思う事業・サービスがあればお答えください。（○はいくつでも）≪質問 6≫ 

 

 

⑦「高齢者」が地域で安心して暮らせるために、あなたにできることは何だと思いますか。（○はいくつ

でも）≪質問 8≫ 

 

29.9%

44.1%

21.8%

8.1% 9.0%

27.5%

13.7%

10.0%

1.4%

26.1%

10.9%

4.3%

12.3%
14.7%

16.6%

13.7%

5.2%
6.6%

2.4%

19.0%

相
談
や
話
し
相
手
に
な
っ
て
く
れ
る
活
動

一
人
暮
ら
し
の
高
齢
者
等
の
見
守
り
の
活
動

給
食
サ
ー
ビ
ス
（
有
償
）

食
事
の
用
意
や
片
付
け

掃
除
・
洗
濯
等
の
代
行

移
動
・
移
送
支
援

買
い
物
や
薬
の
受
け
取
り
等
の
代
行

外
出
時
の
付
き
添
い

留
守
番

庭
の
除
草
や
雪
か
た
づ
け

子
ど
も
の
送
迎
・
一
時
預
り

ペ
ッ
ト
の
一
時
預
り

ふ
れ
あ
い
・
い
き
い
き
サ
ロ
ン
活
動

手
す
り
設
置
等
の
小
規
模
な
住
宅
改
修

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

生
き
が
い
作
り
の
学
習
や
活
動
機
会
の
提
供

財
産
管
理
や
相
続
の
相
談
・
支
援

墓
守
り
サ
ー
ビ
ス

そ
の
他

未
回
答

14.2%

54.5%

12.8%

19.4%
13.7%

38.9%

10.9% 2.4% 3.3%

散
歩
や
外
出
の
付
き
添
い

声
か
け
、
見
守
り
、
話
し

相
手

家
事
な
ど
身
の
ま
わ
り
の

世
話

簡
単
な
介
助

高
齢
者
が
集
え
る
場
所
の

提
供

何
が
で
き
る
か
わ
か
ら
な

い
が
お
手
伝
い
は
し
た
い

で
き
る
こ
と
は
な
い

そ
の
他

未
回
答



⑧あなたが考える「子育て」に必要な支援は何だと思いますか。（○は３つまで）≪質問 9≫ 

 

 

⑨「障がいをもつ方」が地域で安心して暮らせるために、あなたにできることは何だと思いますか。（○

はいくつでも）≪質問 13≫ 

 

28.4% 28.0%

31.3% 31.8%

23.7%

26.5%

9.0%

23.7%

10.4%

7.6%

25.6%

8.1%

1.4% 3.3%

遊
び
場
の
確
保

緊
急
時
の
託
児

職
場
の
理
解

経
済
的
支
援

放
課
後
の
支
援

保
育
施
設
・
保
育
体
制
の
充
実

地
域
の
育
児
支
援
の
場
の
確
保

母
子
、
父
子
家
庭
の
支
援

相
談
窓
口
の
充
実

男
性
の
育
児
へ
の
協
力

医
療
体
制
の
充
実

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

未
回
答

46.0%

9.5%

41.7%

7.6%

14.7%
13.3%

11.4%

33.6%

12.8%

1.4% 5.2%

日
常
的
な
あ
い
さ
つ

散
歩
や
外
出
の
付
き
添
い

声
か
け
、
見
守
り
、
話
し
相
手

掃
除
や
簡
単
な
身
の
ま
わ
り
の
こ

と

簡
単
な
介
助

障
が
い
を
も
つ
方
が
集
え
る
場
所

の
提
供

障
が
い
を
も
つ
方
の
家
族
へ
の
支

援

何
が
で
き
る
か
わ
か
ら
な
い
が
お

手
伝
い
は
し
た
い

で
き
る
こ
と
は
な
い

そ
の
他

未
回
答



⑩「ボランティア活動」に関心はありますか。（○は 1つ）≪質問 14≫ 

 

 

⑪あなたご自身の「ボランティア活動経験」についてお聞きします。（○は 1つ）≪質問 15≫ 

 

 

4.3%

46.0%

35.1%

9.5%

5.2%

と
て
も
関
心
が
あ
る

あ
る
程
度
は
関
心
が
あ
る

あ
ま
り
関
心
が
な
い

ま
っ
た
く
関
心
が
な
い

未
回
答

2.4%

11.4%

45.0%

31.3%

10.0%

現
在
活
動
し
て
い
る

過
去
に
活
動
し
た
が
現
在
は
し
て
い

な
い

活
動
し
た
い
と
思
う
が
し
て
い
な
い

活
動
し
た
い
と
思
わ
な
い

未
回
答



⑫災害が起こった場合に、住民がお互いにどのような支援をすることが大切だと思いますか。（○は 2 つ

まで）≪質問 21≫ 

 

 

⑬福祉のまちづくりを進めるために、今何が必要だと思いますか。（○は 3つまで）≪質問 24≫ 

 

73.0%

42.7%

33.6%

12.8% 0.9% 7.1% 0.5% 1.4%

災
害
直
後
の
安
否
確
認
や
声
か
け

災
害
や
避
難
に
関
す
る
情
報
提
供

避
難
所
な
ど
へ
の
移
動
の
支
援

避
難
所
の
運
営
の
協
力

支
援
は
特
に
必
要
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

未
回
答

31.8%

16.1% 15.6%

6.6%

37.9%

9.0%
7.6%

21.3% 21.8%
20.4%

3.3%

10.9%

19.4%
20.4%

0.5% 3.8%

社
会
福
祉
に
関
す
る
情
報
の
提
供
や
広

報
活
動

福
祉
に
つ
い
て
の
理
解
を
深
め
る
た
め

の
教
育
、
啓
発
活
動

高
齢
者
、
障
が
い
者
、
子
ど
も
、
住
民

と
の
交
流
の
場
づ
く
り

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
促
進
、
育
成
等

介
護
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

建
物
や
道
路
な
ど
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

社
会
福
祉
施
設
等
の
整
備

緊
急
時
や
災
害
時
に
身
近
な
地
域
で
助

け
合
う
仕
組
み
づ
く
り

相
談
窓
口
の
充
実

地
域
住
民
の
協
力
や
理
解

継
続
的
な
福
祉
座
談
会
の
開
催

在
宅
の
高
齢
者
や
障
が
い
児
・
者
等
へ

の
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充

子
育
て
家
族
へ
の
支
援
の
充
実

低
所
得
者
世
帯
に
対
す
る
生
活
の
保
障

そ
の
他

未
回
答



階上町地域福祉活動計画策定経過 

 

開催時期 実施内容 

平成 30年 10月 15日 第 1回階上町地域福祉活動計画策定委員会 

・委嘱状交付 

・組織会 

・第 2次階上町地域福祉活動計画の推進状況について 

・第 2期階上町地域福祉計画の概要について 

・今後の策定スケジュールについて 

・その他 意見交換 

平成 31年 1月 16日 福祉団体（町母子寡婦福祉会、町身体障害者福祉会、町手をつなぐ

育成会、町在宅介護者の会）会員との懇談会開催 

平成 31年 1月 29日 第 1回階上町地域福祉活動計画策定作業部会 

・委嘱状交付 

・第 2次階上町地域福祉活動計画の進捗状況について 

・第 2期階上町地域福祉計画の概要について 

・今後の策定スケジュールについて 

・調査結果及び地域福祉懇談会等開催結果について 

・調査結果等による課題整理について 

・基本理念、基本計画（案）について 

・その他 

平成 31年 2月 4日 第 2回階上町地域福祉活動計画策定委員会 

・福祉に関する住民意識調査結果について 

・地域福祉懇談会等開催結果について 

・調査結果等による課題整理について 

・基本理念・基本計画（案）について 

平成 31年 2月 21日 第 2回階上町地域福祉活動計画策定作業部会 

・第 3次地域福祉活動計画（案）について 

平成 31年 2月 26日 第 3回階上町地域福祉活動計画策定委員会 

・第 3次地域福祉活動計画（案）について 

※策定委員会委員長より社協会長へ第 3 次階上町地域福祉活動計画

（案）が答申される。 

平成 31年 3月 15日 社協理事会において、第 3次階上町地域福祉活動計画として承認、

決議される。 

平成 31年 3月 25日 社協評議員会において、第 3 次階上町地域福祉活動計画として承

認、決議される。 

 

 



階上町地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 

 

 （目 的） 

第１条 社会福祉法人階上町社会福祉協議会（以下「町社協」という。）における地域福祉推進の総合的な活動

指針となる、階上町地域福祉活動計画（以下「活動計画」という。）を策定することを目的に、階上町地域福祉

活動計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（名 称） 

第２条 委員会は、階上町地域福祉活動計画策定委員会（以下「委員会」という。）と称する。 

（任 務） 

第３条 委員会は、町社協会長（以下「会長」という。）の諮問に応え、活動計画策定に関する次の事項を任務と

する。 

 （１）活動計画基本計画（案）の策定 

（２）活動計画実施計画（案）の策定 

（３）その他活動計画策定のために必要な事項 

（委員の構成） 

第４条 委員会は、次の各号に属する委員１６名以内で構成し、会長が委嘱する。 

（１）住民（組織）代表 

（２）福祉関係団体 

（３）民生委員児童委員 

（４）社会福祉施設関係者 

（５）教育関係者 

（６）学識経験者 

（７）関係行政機関 

（８）町社協理事 

２ 委員会には、委員の互選により委員長１名及び副委員長１名を置く。 

３ 委員長は、委員会を代表し会務を掌理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故あるときはその職務を代行する。 

（会 議） 

第５条 委員会は、会長が招集し委員長が議長となる。 

２ 委員会は、必要に応じ関係者等の出席を求め、説明及び意見を聞くことができる。 

（作業部会） 

第６条 活動計画の策定に関し、必要な資料の収集、調査及びその他各種の研究並びに活動計画の原案作成

を行うために作業部会を設置する。 

２ 作業部会員は、町社協職員及び階上町職員の中から会長が委嘱する。 

３ 作業部会は、専門分野に関して必要に応じて関係団体等の出席を求め、説明及び意見を聞くことができる。 

（任 期） 

第７条 委員及び作業部会員の任期は、委嘱の日から活動計画の策定完了までとする。 

２ 委員及び作業部会員に欠員が生じた場合の後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（事務局） 

第８条 委員会及び作業部会の事務局は、町社協事務局に置く。 

（委 任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 

  附 則  

この要綱は、平成３０年９月１日から施行する。 



階上町地域福祉活動計画策定委員会委員名簿 

 

№ 区  分 役職名 氏  名 所属・職名 

１ 学 識 経 験 者 委 員 長 関 川 幸 子 八戸学院大学健康医療学部人間健康学科 教授 

２ 社 協 理 事 副委員長 鳩  文 男 階上町社会福祉協議会常務理事 

３ 住 民 （ 組 織 ） 代 表 委  員 中 島 孝 一 階上町行政区長会長 

４ 

福 祉 関 係 団 体 

委  員 堰 合 勝 美 階上町老人クラブ連合会長 

５ 委  員 岩 城 恵 子 階上町母子寡婦福祉会長 

６ 委  員 三 島 テ ル 階上町身体障害者福祉会長 

７ 委  員 下 野 ス ミ 階上町手をつなぐ育成会長 

８ 委  員 坂 井 幾 子 階上町在宅介護者の会会長 

９ 委  員 山 内 良 子 階上町赤十字奉仕団委員長 

10 委  員 奥 山 能 久 ボランティアサークルけやき会長 

11 民生委員児童委員 委  員 十文字 倉 男 階上町民生委員児童委員協議会長 

12 

社会福祉施設関係者 

委  員 坂 本 憲 子 特別養護老人ホーム見心園長 

13 委  員 郷 州  満 石鉢保育園長 

14 教 育 関 係 者 委  員 田 中  强 階上町小中学校長会長 

15 関 係 行 政 機 関 委  員 長 根 清 子 階上町健康福祉課長 

 

 

 

 

 

 

 

 



階上町地域福祉活動計画策定作業部会員名簿 

 

№ 氏  名 所属・職名 

１ 古 川 明 美 階上町健康福祉課福祉グループリーダー 

２ 平  戸  由紀子 階上町健康福祉課介護グループリーダー 

３ 伊 藤 司 子 階上町社会福祉協議会事務局次長 

４ 森  一 晃 階上町社会福祉協議会主査 

５ 阿 部  奨 階上町社会福祉協議会主査 

６ 佐 京 勝 江 階上町社会福祉協議会ヘルパーステーション管理者 

７ 橋 場 良 子 階上町社会福祉協議会居宅介護支援事業所管理者 

 

 

用 語 集 

 

【生活困窮者自立支援法】  

生活困窮者自立支援事業の実施、生活困窮者住居確保給付金の支給その他の生活困窮者に対する自

立の支援に関する措置を講ずる法律。 

 

【地域包括ケアシステム】 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自

分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体

的に提供される体制のこと。 

 

【地域共生社会】 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体

が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一

人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のこと。 

 

【協 働】  

同じ目的のために、対等の立場で協力して共に活動すること。 

 

【ネットワーク】  

ネット（網）とワーク（仕事・働く）の複合語で、「網の目のように相互に連携・協力しあう」こ

と。 

 

【ノーマライゼーション】  

住み慣れた地域社会において、障がいを持った人も健常者も何ら区別なく生活していくことが正常

なことであり、本来の望ましい姿であるとする考え方。 
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